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 道路において、日々交通事故が発生しており、その交通事故によって道路附属物（防護柵、標識、街路樹

等）が損傷されている。道路附属物の復旧は、道路法第２２条第１項に基づく事故原因者に対する工事施工

命令、又は道路管理者が施工し道路法５８条第１項に基づく原因者負担金を徴収することを行っている。今

回、香川河川国道事務所の道路附属物復旧の現状と今後の課題等に関する考察結果について報告する。 
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１．はじめ 
 

 道路附属物復旧は、これまで原因者の承諾のもと、

道路管理者が施工（維持工事等）することを主体とし

て復旧してきた。 

 しかしながら、年度末における予算の制約から、復

旧施工が翌年度になるケースも発生しており、道路交

通の安全上の観点から応急処置状態での長期間供用は

課題となっている。 

 本来、道路附属物の復旧については、道路管理者が

施工するか、又は原因者が施工する方法を原因者が選

択することができる。香川河川国道事務所では、選択

してもらうよう出張所の窓口で説明している。ただし、

①原因者が早期に又は適切に復旧工事を施工すること

が困難な場合、②その他原因者が復旧工事を施工する

ことについて道路管理上支障がある場合は、道路管理

者施工としている。 

 この結果、平成３０年度は約７割が原因者施工とい

う状況となっている。これらを踏まえ、道路管理者の

施工と原因者の施工の違いについて、のメリット・デ

メリットとして整理し、今後のあるべき姿にについて

考察した。 

 

２．道路附属物損傷の現状 
 

本検討を行うために、道路附属物損傷の件数及び費

用の推移について整理した。 

香川河川国道事務所の過去７年間の推移は、表－１、

２及び図－１に示すとおりである。 

道路附属物損傷件数は、平成２４年度から平成２７

年度に減少傾向であったが、平成２８年度から平成３

０年度は平成２７年度に比べ少し上昇し、横ばい傾向 

となっている。 

 

 

表－１ 過去７年間の損傷件数の推移(単位:件数) 

 

表－２ 道路附属物復旧費の推移（単位:百万円） 

 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

附属物 

復旧費 
19.2 13.8 17.9 17.1 15.9 13.5 11.2 

 ※復旧費は、官施工のみの費用である。 

 

 
図－１ 道路附属物損傷件数及び費用の推移 

 

 道路附属物復旧費は、官施工の件数減少から同じよ

うに減少している。 

 また、原因者施工は平成２４年度から平成２８年度

は横ばい傾向であるが、平成２９年度から増加傾向と

なっている。 

 次に、官施工の場合の損害保険の利用件数を図－２

に示す。 
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図－２ 官施工での損害保険の利用件数 

 

 図－２に示すように、官施工件数は平成２４年度と

平成３０年度を比べると７１％割減少したが、損害保

険の利用割合ついては大きな変化はない。 

 原因者施工の増加については、平成２８年度末の予

算不足から、出張所の窓口対応において官施工か原因

者施工が選択できることを説明したことが要因のひと

つと考えられる。 

 

３．原因者施工の現状（平成３０年度） 

 
平成３０年度のデータから、原因者施工の実態につ

いて整理した。 

図－３は官施工と原因者施工の割合、表－３は、損

害保険会社と施工業者の関係を整理したものである。 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 官施工と原因者施工の割合（Ｈ３０) 

 

表－３ 損害保険会社と施工業者の関係 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３のグラフに示すように､原因者施工が７３％

（９６件）を占めている。 

原因者施工を選択した損害保険会社は１４社であり、

図－４に示すとおりａ社とｂ社で８２％（７８件）を

占めている。 

 データ整理の結果、損害保険会社が原因者施工へと

方向に舵を取ったと推測できる。 

 しかしながら、今回の考察に対して損害保険会社に

調査を実施していないため、理由については不明であ

る。 

 

４．原因者施工によるメリット・デメリット 
 

 道路附属物復旧の官施工の事務処理のフローは、下

記のとおりである。 

 

 
図－５ 官施工の事務処理のフロー図 
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図－４ 原因者施工による施工業者の割合 
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 フロー図の流れで完了した案件について、債権発行

へと手続きを行う。 

続いて、原因者施工の事務処理フローは下記のとお

りである。 

 

 
図－６ 原因者施工の事務処理のフロー図 

 

 原因者施工の件数が増えることにより、メリット・

デメリットについて整理した。 

 道路附属物損傷でのメリット・デメリットについて

下記の項目が挙げられる。 

 

【メリット】 

 ●工事費用の算出(積算)に係る手間が省略 

できる。 

 ●債権発行の件数が減少する。 

 

 

【デメリット】 

 ●道路一時使用許可書の事務処理件数が 

増加する。 

 ●復旧した附属物の施工に不安がある。 

(1)工事費用の算出(積算)の省略と道路一時使用許可 

 善通寺国道維持出張所及び高松国道維持出張所の平

成３０年度の道路一時使用許可申請件数は図－７のと

おりである。 

 平成３０年度の道路一時使用許可申請件数は４８９

件であり、その内２０％が附属物復旧に関するもので

あり、原因者施工により、工事費の算出は省略できる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 道路一時使用許可申請件数(Ｈ３０) 

 

ものの、道路一時使用許可申請件数が増加する。 

官施工での工事費用の算出について、歩掛や材料単

価は事前に把握(準備)しているものもあるが、特注品

などの材料単価が分からないものについては、工事発

注担当者にお願いして、調べてもらっている状況であ

る。そのため、定量的な事務処理に係る期間を把握す

ることは難しい。 

また、原因者施工の場合は道路一時使用許可申請の

協議時に、施工業者に材料等の指定や安全対策の指導

などの打合せを実施し、書類が整っているか確認を行

っている。官施工と同様に損傷案件によって異なって

くるため、事務処理期間の把握は難しい。 

そこで、担当者への聞き取りにおいて、感覚的にど

のように思うか質問したところ、現状においては、工

事費用算出の事務処理も、道路一時使用許可申請の事

務処理も同程度の期間を要しているが、道路一時使用

許可審査の方が業務縮減に繋がるのではないかとの回

答であった。 

  

(2)施工の不安 

 施工確認については、担当者の意見では、原因者施

工が増え始めた頃には、施工確認に行くと施工不良が

あり手直しが多数発生していた。 

図－４に示すように、現在では大半が同一施工業者

の施工であり、これまでの経験から手直し指示は減少

している。 

写真－１、２に施工不良状況の例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－１ 施工不良状況 
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写真－２ 施工不良状況 

 

 今後、別の施工業者が増える可能性もあり、構造物

ごとに出来型確認のためチェックリストや施工の注意

事項を事例とともに、施工業者に提示することで施工

不良を減少させることが可能と思われる。 

 

(3)債権 

 事務所において、道路管理に関する債権（道路附属

物復旧及び道路占用）の発行件数は、平成３０年度 

７１２件（復旧４０件、占用６７２件）であり、原因

者施工の９６件で債権発行が無くなったことにより、

１２％の削減となった。この事から、債権発行担当者

の業務縮減になったと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－８ 債権発行件数（道路管理関係：Ｈ３０） 

 

 また未納は、平成２４年から平成３０年度までの７

年間で１４件であり、影響はほぼない。 

 

５．まとめ 
 

 道路附属物復旧については、長年官施工を主体に実

施してきたが、近年は損害保険会社の方針変更から、

原因者施工が主体へと変化している。 

今後も原因者施工の件数は増加すると思われるが、

道路管理上支障がある場合は、官施工となるほか、原

因者の意向で官施工となる場合がある。 

 原因者施工は、復旧工事費の算出や、歩掛・材料単

価の調査、債権発行が不要などの事務処理が省力化で

きる一方で、道路一時使用許可の審査が増加する。 

 担当者への聞き取りにおいて、どこを改善したら良

いかの質問に対して、書類の徴収で原因者から道路損

傷確認書及び損害保険の利用の確認が取れたら、その

後の書類は損害保険会社名で出来るようになれば、処

理期間の短縮につながるとの意見があった。 

 債権発行に関する事務処理については、平成３０年

度の結果から債権発行件数を１２％削減できた。債権

については、大きな業務改善と言える。 

 

いずれにしても、損害保険会社が原因者施工へと方

針変更している現状から、原因者施工が円満に実施で

きる方策を検討すべきであり、徴収すべき書類の改善

や、道路一時使用許可の審査時間の短縮、施工不良を

減少させるための方策の検討が必要である。 

今後は、これらの方策について関係部署と検討を進

め、附属物復旧の円滑化に努めたい。 

 

 

 

 

 

 

 

占用 　672件
　（83％）

復旧 　40件
　（5％）

96件
（12％）

　削減

ﾎﾞﾙﾄ･ﾅｯﾄ取付方

歩道側にﾎﾞﾙﾄの先が突き出て


